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研究要旨  
 災害時の精神保健医療については、国連システムを始めとする国際機関の動向が、
現場の政策・実施に大きな影響を与える。2015 年には、国連「仙台防災枠組」と「持
続可能な開発目標（ SDGs）」が採択され、これらに精神保健・障害が初めて包括的に
含まれた。今後、これらを実施するためのシステム作りが求められる。これに関連し、
国連システムを中心として、機関間調整、治療介入、レジリアンス向上等につき、様々
なガイドラインが作成されつつある。今後、災害時の精神保健医療において世界をリ
ードする知見を有する日本は、これを世界に発信することで、国際の意思決定に更に
貢献し、各国への技術協力を促進することが求められている。  

 
A 研究目的  
災害時の精神保健医療をめぐって
は、国連や世界保健機関（ World 
Health Organization: WHO）を始め
とする国際機関の動向が現場の政
策・実施に大きな影響を与える。同
時に、日本における災害精神保健を
めぐる知見を国際の意思決定に反映
させ、更に、諸外国への技術協力を
行う等の国際貢献が益々求められて
いる。    
2015 年には、防災と開発双方の分
野において、 2030 年までの国際社会
の方向性を決める大きな意思決定が
なされた。これらには、精神保健・
ウェルビーイング及び心理社会的サ
ービスが初めて包括的に含まれ、日
本を含む世界の災害時の精神保健医
療に顕著な影響を与えるものと思わ
れる。よって、これらの動向及び実
施に有用な国際機関によるガイドラ
インにつき研究した。  
 

 
B．研究方法  
文献検索を通じ、国連システムを
はじめ、様々な国際機関の防災及び
精神保健に関連する文献・政策を調
査・分析した。更に、これらの作成
に携わった担当官や研究者に直接聞
き取りを行った。  
（倫理面への配慮）  
 本研究は、国際機関による政策や
ガイドラインをめぐる文献調査及び
国際機関関係者への聞き取りを行っ
たものであり、これに際し必要な倫
理的配慮を行った。  
 

C．研究結果  
国際精神保健の現状  
WHO によると、世界の 4 人に 1 人が
一生のうちに一度以上何らかの精神
疾患を罹患するが、開発途上国では
そのうちの 80％が適切な治療を受け
られずにいる。中でも、自殺の問題
は大きく、1 年間の自殺による死亡者
数は約 80 万人にのぼり、これは戦争
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と殺人による死亡者数を合わせたも
のよりも多い。特に、青年女子にお
いて、自殺は死因の 1 位である。精
神科医を始めとする精神保健医療人
材は世界的に不足しており、精神科
医がいない国が 40 カ国もある。多く
の国において、精神医療に使われる
予算は大変少なく、低所得国におい
ては、平均すると、保健予算の 0.5％
程度しか割り当てられていない。ま
た、精神障害や知的障害に対するス
ティグマ・差別は根強く、重篤な人
権侵害が見られる国も見受けられ、
基本的人権の侵害の他、障害を理由
に殺害されるケースもある（ Izutsu 
et al.、 2015）。経済協力開発機構
（ Organisation for Economic 
Co-operation and Development: 
OECD）は、これら精神保健上の問題
に起因する経済的コストは、世界の
国内総生産の 4％を超えると警告し
ている（ OECD、 2015）。  
災害時には、これらの状況はより
厳しいものとなり、精神医療や地域
支援を含む精神保健・心理社会的支
援へのアクセス困難や、精神障害
者・知的障害者への物理的・心理的・
情報面での障壁が増大することが多
い。  
 
国際の新しい枠組：「仙台防災枠
組」と「持続可能な開発目標」  
一方で、国際社会においては、精
神保健は国連「ミレニアム開発目標
（ Millennium Development Goals: 
MDGs）」（国連、 2000）に含まれず、
政策・実施双方の側面において、周
辺化されがちであった。 2005 年に兵
庫で開催された第 2 回国連防災世界
会議の成果文書である「兵庫防災枠
組」では一部心理社会的支援につき
言及がなされたものの、その範囲は
限定的であった。一方で、現場での
ニーズの高まりに対応する形で、
2007 年には、国連人道問題調整事務
所が事務局をつとめ、国連機関と国
際 NGO の間で調整をするために作ら
れた機関間調整委員会
（ Inter-agency Standing 

Committee: IASC）が「災害・紛争等
緊急時における精神保健・心理社会
的支援に関する IASC ガイドライン」
を作成した（ IASC、 2007）。  
その後、国連経済社会局と WHO が、
国連「精神保健と MDGs パネル・ディ
スカッション」（ニューヨーク）にて
共同発表した「 MDGs 達成のための精
神保健と開発政策分析」（国連・WHO、
2009）を契機に、精神保健を国際の
優先事項とするための動きが本格化
した。 2013 年には、国連大学、国連
経済社会局、東京大学の共催で「精
神的ウェルビーイング、障害及び開
発に関する国連専門家会議」がクア
ラルンプールで開催され、成果文書
が発表された。続いて、2014 年には、
国連大学、国連経済社会局、世界銀
行、国立精神・神経医療研究センタ
ー精神保健研究所の共催で「精神的
ウェルビーイング、障害及び防災に
関する国連専門家会議」が東京で開
催された。ここで採択された成果文
書は、 2015 年に仙台で開かれた「第
3 回国連防災世界会議」の成果文書交
渉に向けて世界中で配布・参照され
た。  
これらを経て、この「第 3 回国連
防災世界会議」では「仙台防災枠組」
（国連、 2015）が採択され、「優先事
項 4：効果的な応急対応に向けた準備
の強化と「より良い復興」」において、
「 33 (o) 必要とするすべての人々に
心理社会的支援及び精神保健サービ
スを提供するための復興スキームを
強化する」との文言が入り、初めて
精神保健・心理社会的支援が総合的
に明記されることとなった。これは、
2030 年までの防災をめぐる最重要な
国際枠組となるため、本文書により、
今後の防災施策・プログラムには、
様々な国と地域において、精神保
健・心理社会的支援が統合されてい
くことが期待されている。   
更に、同年 9 月には、国連ニュー
ヨーク本部にて「国連持続可能な開
発サミット」が開かれ、 2015 年をゴ
ールとする MDGs の後継となる「持続
可能な開発目標（ Sustainable 
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Development G oa ls :  SD Gs）」（国連、
2015）が加盟 193 カ国のトップ・レ
ベルの合意のもと採択された。8 つの
目標からなる MDGs に対し、SDGs には
17 の目標が含まれ、その内の一つで
ある「ゴール 3：全ての年齢の人々の
健康な生活とウェルビーイングを促
進する」に、「ターゲット 4：非感染
症対策および精神保健・ウェルビー
イングの促進」及び「ターゲット 5：
物質乱用の予防と治療」が初めて含
まれた。同時に、防災についても、
いくつかの目標、ターゲットに含ま
れることとなり、精神保健と防災は、
国際の優先事項となった。「仙台防災
枠組」と同様、 2030 年をゴール年と
しており、現在、モニタリングのた
めの具体的な指標を作成中である。  
 
国際のガイドライン  
このような世界の流れの中で、災
害時の精神保健医療をめぐる様々な
ガイドラインが国際機関により作成
され、現場でも広く使用されるよう
になってきている。  
代表的なものとして、緊急時の人
道支援アクター及び地域が、精神保
健をめぐる計画を策定し、様々なス
テークホルダー間の調整をすること
で、精神保健・心理社会的支援を適
切に提供できるようにすることを目
指す、前述の「災害・紛争等緊急時
における精神保健・心理社会的支援
に関する IASC ガイドライン」がある。
これは、国立精神・神経医療研究セ
ンター精神保健研究所を中心とする
チームにより、日本語訳も作成され
ており、インターネット上で入手可
能である。  
また、精神保健医療における治療
介入ガイドラインとして、WHO「 mhGAP
人道介入ガイド」（ WHO、 2015）が発
表された。これは、 WHO「 mhGAP 介入
ガイド」（ WHO、 2010）を元に、人道
危機時によく見られる精神疾患等に
対する治療・支援介入についてまと
めたものである。「 mhGAP 介入ガイド」
は、長崎大学を中心とするチームに
より、邦訳が発表されている。  

更に、より広く誰もが心理社会的
支援を提供できるようにするために
作られた「心理的応急処置（ PFA）フ
ィールド・ガイド」（ WHO、 2011）も
あり、国立精神・神経医療研究セン
ター等による邦訳がある。  
更に、人道危機時の対応について
原則をまとめた「スフィア・ハンド
ブック」（ The Sphere Project、 2011）
にも精神保健・心理社会的支援が含
まれており、邦訳もある。  
（国際の枠組及びガイドラインの詳
細については、 Izutsu, et al. 2015
を参照されたい。）  
 

D.考察  
仙台防災枠組と SDGs に精神保健が
含まれたことにより、災害時に精神
保健医療を提供するための重要な国
際の政策的基盤ができた。災害時の
精神障害・知的障害をめぐる人権保
護・促進については、 2006 年に国連
総会で採択された「障害者権利条約」
があり、これは、批准国において法
的義務を生じるため、この有効活用
が期待される。更に、 2016 年 5 月に
は、初めての「世界人道サミット」
がイスタンブールで予定されており、
ここにおいても精神保健・心理社会
的支援を含める動きがあり、既存の
枠組を更に強化するものとして期待
されている。これに向けては、 2016
年 1 月、国立精神・神経医療研究セ
ンター精神保健研究所と東京大学教
養教育高度化機構が WHO や国連と協
力して「精神的ウェルビーイング、
障害及び人道に関する専門家会議」
を WHO 西太平洋地域事務局（マニラ）
において開催し、日本をはじめとす
るアジアの知見を共有すると共に、
「世界人道サミット」に向けた提言
を議論した。  
これらを受けて、今後、実施に向
けた資金確保、人員の育成と能力開
発、政策策定支援、政策実施・プロ
グラム実施支援、グッドプラクティ
スや教訓の共有とその拠点作り、害
がなく質の高いサービス提供のため
の研究・開発、多分野に渡る多機関
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恊働のためのシステム作り、精神障
害・知的障害をめぐるアクセシビリ
ティーと包摂性の確保・促進が必要
である。中でも、仙台防災枠組には、
その進展をモニターするための指標
がなく、これを確実に実施していく
ためのシステム作りが課題である。  
日本は、阪神・淡路大震災や東日
本大震災をはじめとする様々な災害
対応において、精神保健医療をめぐ
る世界有数の知見を有している。こ
れらを国連等を通し世界に発信する
ことで、世界の枠組作り及び実施に
貢献することが求められている。  

 
E.結論  
災害時の精神保健医療に関し、国連シ
ステムを始めとする国際機関の政策・ガ
イドライン等を概観した。これらの実施
に際し、日本の知見を世界に発信し、開
発途上国を含む世界の意思決定・実施へ
の貢献が益々求められている。  
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